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目的　児童生徒の不登校は，犯罪行為や様々な疾患との関連が報告されており，公衆衛生上も重要な
課題である。しかし，成育環境の中心を担う家族要因と不登校との関連に関する研究はほとんど
されていない。本研究では，不登校発生と家族要因との関連を明らかにすることを目的とした。

方法　労働政策研究・研修機構が行った「第 1 回（2011年），第 2 回（2012年）子育て世帯全国調
査」を二次利用し，子どもの人数が 3 人以下の世帯で，子ども全員が小学生から高校生に含ま
れ，不登校に関する質問に回答のあった1,884世帯を分析対象とした。ひとり親世帯とふたり
親世帯を層化サンプリングしていることから，ひとり親・ふたり親の世帯別に分析を行い，不
登校発生の有無を従属変数とし，独立変数には家族要因として子どもの人数や性別，世帯年収，
しつけの厳しさ，子どもと過ごす時間を投入した多変量二項ロジスティック回帰分析を行った。

結果　ひとり親世帯は789世帯で，うち不登校ありの世帯は99世帯（12.5％）であった。また，ふ
たり親世帯は，1,095世帯で，うち不登校ありの世帯は55世帯（5.0％）であった。多変量二項
ロジスティック回帰分析の結果，不登校のリスクは，ひとり親世帯では，600万以上800万円未
満（参照基準：世帯年収200万円未満に対するオッズ比（OR）＝0.12，95％信頼区間（95％
CI）：0.02-0.98）が低く，しつけをやや甘やかしている（参照基準：とても厳しいに対する
OR＝8.19，95％CI：1.04-64.39）が高かった。一方，ふたり親世帯では600万以上800万円未
満（OR＝0.07，95％CI：0.01-0.43）と1000万円以上（OR＝0.14，95％CI：0.03-0.75）が不
登校のリスクが低かった（いずれも参照基準，200万円未満）。

結論　不登校発生に関連する家族要因として，全国平均の世帯年収よりも低いことやしつけの厳し
さで甘やかしている家庭では，不登校発生のリスクが高いことが示唆された。

キーワード　不登校，家族要因，子ども，世帯年収，しつけ

Ⅰ　緒　　　言

　不登校児童生徒数は，2008年度よりその割合
は微減し続けていたが，2013年度より再び増加
傾向に転じ，2017年度には，144,031人（全児
童生徒数の1.5％）となっている1）。また，不
登校児童生徒への支援のため，心理・福祉との
協働や学校内外の関連機関との連携も図られる

ようになってきたが，依然として不登校問題の
改善への見通しは立っていない現状がある。
　不登校は，暴力行動や薬物使用，精神疾患，
貧困の危険因子であるとされており2），公衆衛
生上で重要な問題である。文部科学省が実施し
ている「問題行動・不登校調査」1）では，「不登
校とは何らかの心理的，情緒的，身体的あるい
は社会的要因・背景により，児童生徒が登校し
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ないあるいはしたくともできない状況である
（ただし，病気や経済的な理由によるものを除
く）」と定義されている。先行研究では，特定
の精神疾患に起因する不登校に関する報告が多
い傾向にあり，家族要因などの社会的要因・背
景に焦点があたった報告は少ない。一方，同調
査1）では，不登校の原因として，「家庭に係る
状況」が37.6％と最多で，「いじめを除く友人
関係をめぐる問題」（27.8％），「学業の不振」
（21.6％）となっており，家族要因は重要な要
因である。
　登校と家族要因に関する研究では，結束力が
弱く，葛藤や対立，孤立が生じている家庭でリ
スクが高いことが報告2）-4）されており，片親家
庭では不登校が生じやすい状況にある5）。さら
に，家族要因として，子どもが複数名不登校に
なっている事例への支援に関する報告もある一
方で6）7），Liu Jufenらの研究8）によると男子のみ
や男きょうだいのいる女子は，一人っ子や女子
のみと比べて青年期のメンタルヘルスが良好と
報告されている。このように，子どもの家族要
因が青年期のメンタルヘルスや不登校に影響し
ている可能性がある。実際に，文部科学省の審
議会の一つである不登校に関する調査研究協力
者会議での報告書9）においても，家庭への支援
の重要性については議論されているが，行政機
関や教育機関が行う対策が中心で，家庭への具
体的なアプローチについては言及されていない。
　そこで本研究では，きょうだい構成や子ども
との関わり方などの家族要因と不登校経験の有
無との関連を明らかにすることを目的とした。
本研究の結果は，不登校児童・生徒を有する家
庭への支援の在り方やハイリスク家庭への予防
活動につながるものである。

Ⅱ　研　究　方　法

（ 1）　調査の概要
　調査データは，独立行政法人労働政策研究・
研修機構（JILPT）が行った「子どものいる世
帯の生活状況および保護者の就業に関する調査
（第 1 ， 2 回子育て世帯全国調査）」10）を二次利

用した。調査期間は第 1 回調査では2011年10〜
12月，第 2 回調査では2012年11〜12月である。
各調査は住民基本台帳から，末子が18歳未満の
ふたり親世帯およびひとり親世帯，それぞれ
2,000世帯を層化二段無作為抽出した4,000世帯
であり，両調査合計で8,000世帯に対して無記
名自記式質問紙で実施している。回答があった
世帯数は第 1 回調査において2,218世帯（有効
回収率：55.5％），第 2 回調査において2,201世
帯（有効回収率：55.0％）であった。

（ 2）　分析対象
　本研究では，分析対象を子どもの人数が 3 人
以下の世帯で，かつ子ども全員が小学校から高
校までに在籍しているひとり親世帯908世帯，
ふたり親世帯1,278世帯の計2,186世帯を研究対
象とした。 3 人以下に限定した理由は，質問紙
が「第 4 子（末子）」までとなっており 5 人以
上の世帯を分析に用いることができないことお
よび子どもが 4 人の世帯でかつ子どもの年齢基
準を満たす世帯が13世帯と少なかったためであ
る。また，子どもの年齢に基準を設けた理由は，
不登校状況についての設問が各子どもの小学校
から高校までの状況に限られていたからである。
　分析に用いる変数は，不登校経験の有無，子
どもの性別，子どもの人数，世帯年収，しつけ
の厳しさ，平日子どもと過ごす時間とした。
　本調査では不登校を「年間30日以上学校を欠
席すること」と定義し，調査回答時点における
子の不登校経験について「ⅰ：不登校経験な
し」「ⅱ：不登校経験あり（現在は登校してい
る）」「ⅲ：現在不登校中」「ⅳ：わからない」
の 4 つの選択肢で回答を得ていた。本研究では
不登校経験の有無について「経験なし（上記
ⅰ）」と「経験あり（上記ⅱ，ⅲ）」の 2 つに再
分類し，「ⅳ：わからない」は分析から除外し
た。子どもの性別は，「男子のみ」「女子のみ」
「男女混合」の 3 つに分類した。子どもの人数
は「一人っ子」「 2 人」「 3 人」の 3 つに分類し
た。
　世帯年収は，各世帯構成員の税込み年収の合
計額とし，「200万円未満」「200万以上400万円
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未満」「400万以上600万円未満」「600万以上800
万円未満」「800万以上1000万円未満」「1000万
円以上」の 6 つに分類した。また，世帯年収
9999万円（回答できる最大金額）が490世帯
（全体の11.1％）認められた。これについては，
平成23年の国民生活基礎調査における児童がい
ない世帯も含む全世帯の世帯年収11）との乖離が
大きく，欠損値の入力値と混在してしまってい
る可能性があるため，9999万円と回答している
ものは解析から除外した。
　各対象世帯において子どもに対するしつけの
厳しさは，本調査の調査項目である「とても厳
しい」「やや厳しい」「どちらともいえない」
「やや甘やかしている」「とても甘やかしてい
る」の 5 つに分類した。
　各対象世帯において平日 1 日当たり子どもと
一緒に過ごす時間（睡眠時間を除く）を「 1 時
間未満」「 1 時間以上 2 時間未満」「 2 時間以上
4 時間未満」「 4 時間以上 6 時間未満」「 6 時間

以上」の 5 つに分類した。本調査の項目では
「ほとんどない」の選択肢もあるが，対象とな
る世帯が13世帯のみであったため，「 1 時間未
満」に含めた。
　研究対象とした2,186世帯の中から，子ども
の不登校に関する質問に回答したひとり親世帯
789世帯，ふたり親世帯1,095世帯の計1,884世
帯を分析対象とした。そのうち，不登校経験の
有無に関して，複数の子どもがいる世帯では，
1 人でも不登校の子どもがいれば「不登校経験
あり」群，いなければ「不登校経験なし」群と
して分析を行った。

（ 3）　分析方法
　分析は，「不登校経験の有無」を従属変数，
「子どもの性別」「子どもの人数」「世帯年収」
「しつけの厳しさ」「平日子どもと過ごす時
間」を独立変数とした，単変量二項ロジス
ティック回帰分析を行った。また，独立変数間

表 1　対象世帯の基本属性と不登校経験の有無を従属変数とした単変量二項ロジスティック回帰分析
ひとり親世帯 ふたり親世帯

全789世帯 不登校なし
（ｎ＝690）

不登校あり
（ｎ＝99）

単変量
オッズ比（95％信頼区間）全1095世帯 不登校なし

（ｎ＝1040）
不登校あり
（ｎ＝55）

単変量
オッズ比（95％信頼区間）

子どもの性別
　男子のみ 376（47.7） 333（88.6） 43（11.4） 1.00 ［参照基準］ 472（43.1） 455（96.4） 17（ 3.6） 1.00 ［参照基準］
　女子のみ 201（25.5） 185（92.0） 16（ 8.0） 0.67（0.37- 1.22） 179（16.3） 173（96.6） 6（ 3.4） 0.93（0.36-2.39）
　男女混合 208（26.4） 168（80.8） 40（19.2） 1.84（1.15- 2.95）＊ 434（39.6） 402（92.6） 32（ 7.4） 2.13（1.17-3.90）＊

子どもの人数
　一人っ子 407（51.6） 373（91.6） 34（ 8.4） 1.00 ［参照基準］ 310（28.3） 299（96.5） 11（ 3.5） 1.00 ［参照基準］
　 2 人 322（40.8） 269（83.5） 53（16.5） 2.16（1.37- 3.42）＊＊ 620（56.6） 589（95.0） 31（ 5.0） 1.43（0.71-2.89）
　 3 人 60（ 7.6） 48（80.0） 12（20.0） 2.74（1.33- 5.65）＊＊ 165（15.1） 152（92.1） 13（ 7.9） 2.33（1.02-5.31）＊

世帯年収
　200万円未満 153（19.4） 129（84.3） 24（15.7） 1.00 ［参照基準］ 20（ 1.8） 17（85.0） 3（15.0） 1.00 ［参照基準］
　200万以上400万円未満 234（29.7） 203（86.8） 31（13.2） 0.82（0.46- 1.46） 127（11.6） 117（92.1） 10（ 7.9） 0.48（0.12-1.94）
　400万以上600万円未満 95（12.0） 87（91.6） 8（ 8.4） 0.49（0.21- 1.15） 237（21.6） 225（94.9） 12（ 5.1） 0.30（0.78-1.18）
　600万以上800万円未満 38（ 4.8） 37（97.4） 1（ 2.6） 0.15（0.02- 1.11） 218（19.9） 215（98.6） 3（ 1.4） 0.08（0.02-0.42）＊＊
　800万以上1000万円未満 24（ 3.0） 23（95.8） 1（ 4.2） 0.23（0.03- 1.81） 149（13.6） 139（93.3） 10（ 6.7） 0.41（0.10-1.63）
　1000万円以上 14（ 1.8） 13（92.9） 1（ 7.1） 0.41（0.05- 3.31） 145（13.2） 141（97.2） 4（ 2.8） 0.16（0.03-0.78）＊

しつけの厳しさ
　とても厳しい 49（ 6.2） 45（91.8） 4（ 8.2） 1.00 ［参照基準］ 66（ 6.0） 60（90.9） 6（ 9.1） 1.00 ［参照基準］
　やや厳しい 321（40.7） 293（91.3） 28（ 8.7） 1.08（0.36- 3.21） 498（45.5） 488（98.0） 10（ 2.0） 0.21（0.07-0.58）＊＊
　どちらともいえない 190（24.1） 156（82.1） 34（17.9） 2.45（0.83- 7.28） 255（23.3） 240（94.1） 15（ 5.9） 0.63（0.23-1.68）
　やや甘やかしている 205（26.0） 176（85.9） 29（14.1） 1.85（0.62- 5.54） 246（22.5） 224（91.1） 22（ 8.9） 0.98（0.38-2.53）
　とても甘やかしている 19（ 2.4） 15（78.9） 4（21.1） 3.00（0.67-13.50） 21（ 1.9） 19（90.5） 2（ 9.5） 1.05（0.20-5.66）

平日子どもと過ごす時間
　 6 時間以上 111（14.1） 87（78.4） 24（21.6） 1.00 ［参照基準］ 273（24.9） 256（93.8） 17（ 6.2） 1.00 ［参照基準］
　 4 時間以上 6 時間未満 236（29.9） 209（88.6） 27（11.4） 0.47（0.26- 0.86）＊ 400（36.5） 385（96.3） 15（ 3.8） 0.59（0.29-1.20）
　 2 時間以上 4 時間未満 283（35.9） 258（91.2） 25（ 8.8） 0.35（0.19- 0.65）＊＊ 286（26.1） 271（94.8） 15（ 5.2） 0.83（0.41-1.70）
　 1 時間以上 2 時間未満 86（10.9） 75（87.2） 11（12.8） 0.53（0.24- 1.16） 86（ 7.9） 80（93.0） 6（ 7.0） 1.13（0.43-2.96）
　 1 時間未満 67（ 8.5） 55（82.1） 12（17.9） 0.79（0.37- 1.71） 39（ 3.6） 37（94.9） 2（ 5.1） 0.81（0.18-3.67）

注　＊＊ｐ＜0.01，＊ｐ＜0.05



―　 ―10

第68巻第13号「厚生の指標」2021年11月

のVIF（Variance Inflation Factor）を算出し，
多重共線性が生じる可能性のある変数は除外し，
多変量二項ロジスティック回帰分析を行った。
解析には，SPSS Statistics Ver.27 for windows
を使用した。

（ 4）　倫理的配慮
　なお，本データは独立行政法人労働政策研
究・研修機構（JILPT）が実施した調査デー
タ11）の二次利用であり，「人を対象とする医学
系研究に関する倫理指針」において，「すでに
学術的な価値が定まり，研究用として広く利用
され，かつ，一般に入手可能な資料・情報」に
該当するため，倫理審査の対象外である。

Ⅲ　研　究　結　果

　子どもの性別では，男子のみの世帯が，ひと
り親世帯47.7％，ふたり親世帯43.1％と最も多
く，次いで男女混合の世帯がひとり親世帯26.4
％，ふたり親世帯39.6％と多かった。子どもの
人数は，ひとり親世帯では一人っ子51.6％， 2
人40.8％の順に多く，ふたり親世帯では 2 人
56.6％，一人っ子28.3％であった。世帯年収は，
ひとり親世帯では，200万以上400万円未満が
29.7％と最も多く，ふたり親世帯では400万以
上600万円未満21.6％が最も多かった。しつけ
の厳しさは，ひとり親世帯では，やや厳しい
40.7％，やや甘やかしている26.0％，どちらと
もいえない24.1％の順に多いのに対し，ふたり
親世帯では，やや厳しい45.5％，どちらともい

えない23.3％，やや甘やかしてい
る22.5％の順に多かった。平日子
どもと過ごす時間については，ひ
とり親世帯では， 2 時間以上 4 時
間未満35.9％が最も多く，ふたり
親世帯では， 4 時間以上 6 時間未
満が最も多かった（表 1）。
　不登校経験の有無を従属変数，
家族要因の各調査項目を独立変数
とした単変量二項ロジスティック
回帰分析の結果，子どもの性別で
は，男子のみを参照基準として，
男女混合がひとり親世帯（オッズ
比（OR）＝1.84，95％信頼区間
（95％CI）：1.15-2.95），ふたり
親世帯（OR＝2.13，95％CI：1.17-
3.90）で有意に高かった。子ども
の人数では，一人っ子を参照基準
として，ひとり親世帯の 2 人（OR
＝2.16，95％CI：1.37-3.42）， 3
人（OR＝2.74，95％CI：1.33-5.65）
およびふたり親世帯の 3 人（OR
＝2.33，95 ％CI：1.02-5.31） が
有意に高かった。ひとり親世帯で
のみ有意であった項目は，平日子

表 2　不登校経験の有無を従属変数とした多変量二項ロジスティック回帰分析
ひとり親世帯 ふたり親世帯

ｎ オッズ比
（95％信頼区間） ｎ オッズ比

（95％信頼区間）

子どもの性別
　男子のみ 253 1.00 ［参照基準］ 393 1.00 ［参照基準］
　女子のみ 143 1.00（0.42-  2.39） 137 0.45（0.11- 1.84）
　男女混合 155 1.84（0.89-  3.77） 354 1.59（0.73- 3.46）

子どもの人数
　一人っ子 280 1.00 ［参照基準］ 234 1.00 ［参照基準］
　 2 人 233 1.52（0.67-  3.48） 513 0.94（0.31- 2.83）
　 3 人 38 2.05（0.62-  6.76） 137 1.68（0.49- 5.84）

世帯年収
　200万円未満 153 1.00 ［参照基準］ 19 1.00 ［参照基準］
　200万円以上400万円未満 229 0.85（0.46-  1.56） 122 0.47（0.11- 2.05）
　400万円以上600万円未満 93 0.42（0.17-  1.04） 236 0.31（0.07- 1.31）
　600万円以上800万円未満 38 0.12（0.02-  0.98）＊ 217 0.07（0.01- 0.43）＊＊
　800万円以上1000万円未満 24 0.21（0.03-  1.75） 146 0.36（0.83- 1.59）
　1000万円以上 14 0.46（0.05-  4.07） 144 0.14（0.03- 0.75）＊

しつけの厳しさ
　とても厳しい 31 1.00 ［参照基準］ 52 1.00 ［参照基準］
　やや厳しい 220 2.65（0.33- 21.15） 405 0.59（0.12- 2.94）
　どちらともいえない 124 6.70（0.88- 55.67） 206 1.62（0.33- 7.83）
　やや甘やかしている 161 8.19（1.04- 64.39）＊ 203 2.48（0.53-11.59）
　とても甘やかしている 15 9.52（0.86-105.50） 18 3.76（0.45-31.41）

平日子どもと過ごす時間
　 6 時間以上 70 1.00 ［参照基準］ 214 1.00 ［参照基準］
　 4 時間以上 6 時間未満 171 1.08（0.46-  2.54） 329 0.65（0.28- 1.50）
　 2 時間以上 4 時間未満 199 0.77（0.32-  1.86） 244 1.04（0.45- 2.42）
　 1 時間以上 2 時間未満 63 1.11（0.38-  3.22） 67 0.82（0.21- 3.16）
　 1 時間未満 48 2.11（0.72-  6.17） 30 0.36（0.04- 3.00）

注　＊＊ｐ＜0.01，＊ｐ＜0.05
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どもと過ごす時間が 6 時間以上を参照基準とし
て， 2 時間以上 4 時間未満（OR＝0.35，95％
CI：0.19-0.65）と 4 時間以上 6 時間未満（OR
＝0.47，95％CI：0.26-0.86）で，過ごす時間
が短い方が不登校のリスクが低かった。一方ふ
たり親世帯でのみ有意であった項目は，200万
円未満を参照基準とした世帯年収で，600万以
上800万 円 未 満（OR＝0.08，95 ％CI＝0.02-
0.42）と1000万円以上（OR＝0.16，95％CI：
0.03-0.78）のような世帯年収が高い群および
しつけの厳しさが，とても厳しいを参照基準と
してやや厳しい（OR＝0.21，95％CI：0.07-
0.58）群で不登校のリスクが低かった。
　独立変数間のVIFを算出し，最小値が1.01，
最大値が1.22であることを確認し，不登校経験
の有無を従属変数，子どもの性別，子どもの人
数，世帯年収，しつけの厳しさ，平日子どもと
過ごす時間を独立変数とした多変量二項ロジス
ティック回帰分析を行った。ひとり親世帯では，
200万円未満を参照基準とした世帯年収で，600
万以上800万円未満（OR＝0.12，95％CI：0.02-
0.98）およびとても厳しいを参照基準にしたし
つけの厳しさで，やや甘やかしている（OR＝
8.19，95％CI：1.04-64.39）が有意であった。
ふたり親世帯では，200万円未満を参照基準と
して，600万以上800万円未満（OR＝0.07，95
％CI：0.01-0.43）と1000万円以上（OR＝0.14，
95％CI：0.03-0.75）が有意であった（表 2）。

Ⅳ　考　　　察

　小学生から高校生までの子どもを育てている
世帯における家族要因と子どもの不登校経験と
の関連について，多変量解析の結果からひとり
親世帯およびふたり親世帯において，世帯年収
が400万以上600万円未満と調査当時（2011年）
の子どものいない世帯も含む全世帯年収11）の平
均538万円（中央値427万円）の前後であること
が不登校発生のリスクを低減し，ひとり親世帯
では，しつけがとても厳しい世帯と比較して，
やや甘やかしている世帯の不登校発生リスクは
約 8 倍不登校発生のリスクが高いことが明らか

となった。不登校を引き起こす心理的な問題と
して，動機の欠如や反抗心，様々な種類の不安
や肯定的な側面もあることが報告12）13）されてお
り，子どもの心理的な問題に影響を与える家族
要因として，親のしつけの影響が大きい可能性
が示唆された。
　また，単変量での家族要因と不登校発生割合
との関連では，ひとり親世帯・ふたり親世帯と
もに，子どもの人数が増えることが発生割合を
高める結果となっており，子どもが増えること
による経済的負担の増加や家事・育児量の増加
に伴い，それぞれの子どもとの親子関係の構築
が十分にできていない可能性がある。子どもの
性別についても，男女混合の場合，子育ての仕
方の違いや服や遊具などの必要な子育て用品が
異なるなど，子どもの人数と同様に，経済的に
もマンパワー的にも負担を増加させる要因であ
る。実際，中学生の不登校傾向には，親子間の
「安心・依存」や「不安・拒否」関係が関連し
ていることを明らかにした報告もある14）。本研
究で，ひとり親世帯の平日子どもと過ごす時間
が 2 時間以上 6 時間未満であることは，不登校
発生のリスクを低減していることから，子ども
との距離感を適度に保つことが，良好な親子関
係の構築および不登校発生の予防につがなる可
能性がある。
　ただし，本研究は横断研究であることから家
族要因と不登校発生との因果関係については明
らかにできていない。そのため，しつけの厳し
さと不登校発生との関連があったが，しつけが
甘かったために不登校が発生したのか，不登校
が発生した後に事後解釈としてしつけが甘いと
評価したのかはわからないため，解釈には注意
が必要である。また，世帯ごとに不登校の発生
の有無を算出したことで，子どもの人数が多い
家庭の方が不登校ありになりやすいことやふた
り親世帯については，父親と母親のいずれかが
回答を記入しているため，子どもと過ごす時間
やしつけの厳しさ等については回答者の性別に
よるバイアスが生じている可能性がある。さら
に，不登校ありの世帯数が少なかったことから，
統計的な検出力が十分でない分析もある。今回
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は，二次利用したデータの分析を行ったが，今
後，不登校の発生と家族要因の関連を明らかに
することを主目的とした縦断的な調査・研究が
望まれる。
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